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はじめに

・令和4年3月にトーマツより「多機関・多職種連携に

よるヤングケアラー支援マニュアル」が発行

・令和4年9月に「介護保険最新情報vol.1101」で

当マニュアルの活用が示された

多機関・多職種連携によるヤングケアラー支援マニュアル

介護保険最新情報vol.1101

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/life-sciences-health-care/hc/jp-hc-young-carer01R.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000991730.pdf


支援の流れ

本人や家族の意思確認

ヤングケアラーの発見

リスクアセスメント

初期介入

多機関連携



ヤングケアラーの発見

事例入れたい

└発見しにくい
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ヤングケアラーの発見 

○家庭内の問題で、表に出にくい

○子ども自身やその家族が「ヤングケアラー」であることを認識していない

○家族の問題にどこまで介入すべきかが分からない

→「ヤングケアラーがいるかもしれない」ことを意識



ヤングケアラーに気づくためのポイント 



アセスメントシートの活用



アセスメントシートの活用

町田市.まちだ子育てサイト.https://kosodate-machida.tokyo.jp/material/files/group/9/youngcarer.pdf,(参照2024-3-21)



本人や家族の意思確認

○本人や家族が現状をどう捉えているか、支援が必要と考えているか、意思や希望を確認

└本人たちが意図しないところで支援が進められる行き違いを防ぐ

○本人や家族との信頼関係を構築していく上で大切

《注意》

子どもは支援を希望しているが、家族は家族の状況を人に言いたくない場合

└家族ありきの支援ではなく、ヤングケアラーである子どもを中心とした支援を検討



本人や家族の意思確認

※本人や家族の意思確認は、この段階に限って一度だけ行うものではない。支援の中で、必要に応
じて繰り返し行い、本人や家族の状況や意思を確認する。



リスクアセスメント

○すぐに支援につなげる必要があるか判断

└本人や家族の命や心身に危険が及ぶか

└重大な権利侵害がないか

※速やかに児童相談所、自治体に連絡

※児童相談所による一時保護、自治体による緊急の福祉サービス導入、入院などの対応が検討さ
れる場合も

児童相談所相談専用ダイヤル （厚生労働省）0120-189-783

子ども生活部子ども家庭支援センター（町田市）042-724-4419



初期介入のポイント 

○発見・把握した機関が初期介入を行う

○支援に必要なアセスメントを行う

○本人や家族の意思を尊重



連携して行う支援が必要となる場合

・連携先を確認

└機関の役割（できること/できないこと）をある程度把握



連携して行う支援が必要となる場合

・連携先を確認

└機関の役割（できること/できないこと）をある程度把握

町田市.まちだ子育てサイト.https://kosodate-machida.tokyo.jp/material/files/group/9/youngcarer.pdf,(参照2024-3-21)



ヤングケアラーの負担軽減につながるサービス

※マニュアルには通番14まで記載

町田市.まちだ子育てサイト.https://kosodate-machida.tokyo.jp/material/files/group/9/youngcarer.pdf,(参照2024-3-21)



ヤングケアラーの負担軽減につながるサービス
通番 ケース例 市内で利用可能な支援やサービス

1 ヤングケアラー本人の息抜きが必要な場合

まちだヤングケアラー相談室

市内病院のレスパイト入院

ショートステイ・トワイライトステイ

市内子ども食堂

市内子どもセンター

2
ヤングケアラー本人や家族が経験を共有できる相
手を求めている場合

ヤングケアラーオンラインサロン

3 ヤングケアラー本人への心身のケアが必要な場合

スクールカウンセラー
市内のカウンセリングサービス

養護教諭への相談

市内病院の医療サービス



多機関連携の事例



実施可能な支援内容の例



介護給付との関わり

・生活援助との関わり

・2024年度介護報酬改定について



生活援助との関わり

・平成19年「介護保険最新情報vol.26」

「市町村においては、同居家族等の有無のみを判断基準として、

一律に介護給付の支給の可否を機械的に判断しないようにさ

れたい。」

・平成21年「厚生労働省老健局振興課長通知」で再周知。

・令和4年「介護保険最新情報vol.1101」で再周知。

※同居家族等が障害や疾病等の理由により家事を行うことが困難な場

合や、その他やむを得ない事情により家事が困難な場合などに限って利

用が認められるが、利用者に同居家族がいることをもって一律に本人へ

の生活援助が位置付けられないというものではない



２０２４年度介護報酬改定





ご清聴ありがとうございました
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